
 

 

2022年 11月 18 日 

一般財団法人 日本国土開発未来研究財団 

第２回 学術研究助成事業 研究成果発表会のご案内 
 

日本国土開発株式会社（代表取締役社長：朝倉 健夫、本社：東京都港区赤坂4-9-9）が2018年に

設立した一般財団法人 日本国土開発未来研究財団（代表理事：森岡 義美、所在地：東京都港区赤

坂4-9-9 日本国土開発株式会社内）が、2022年11月25日に「第2回 学術研究助成事業 研究成果発表

会」を日本国土開発・つくば未来センター（茨城県つくば市みどりの東18番地1）において開催いた

します。 

当発表会はオンラインにて視聴・参加が可能で、後日当財団HPにてアーカイブ配信を行う予定で

す（12月上旬予定）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

◆一般財団法人 日本国土開発未来研究財団 

https://www.jdc-miraizaidan.or.jp/ 

 

＜参考資料＞ 

■一般財団法人 日本国土開発未来研究財団について 

日本国土開発未来研究財団は、「もっと豊かな社会づくりに貢献する」学術研究および人材育成

事業を助成し、もって我が国の豊かな社会づくりにSDGs（持続可能な開発目標）と同調し、貢献し

ていくことを目標に2018年12月に設立されました。以来、学術研究助成事業として、大学を中心と

した研究機関に所属する研究者もしくはグループの研究費助成、また学校教育設備助成として高等

学校・高等専門学校を中心とした人材育成プロジェクトを遂行するための機材助成、さらに奨学金

給与事業として理学・工学・農学の分野で学ぶ高等学校生から大学生への就学援助を行っています。 

 

① 学術研究助成事業 

2030年の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に寄与する建設分野の学術研究を助成し、広く「豊

かな社会づくり」に貢献することを目的としています。1件当たり年間500万円を上限として助成し、

2022年度は、SDGsの達成に寄与する建設分野（土木、建築、環境、機械、通信など）の研究テーマ

のうち、カーボンニュートラルや減災・防災、分散型社会やコンパクトシティの実現に関するもの

が選ばれました。研究は初年度の申請により、最長3年まで認められます。 

 

②学校教育設備助成事業 

学校教育機関での人材育成を目的として、日本国内の高等学校・高等専門学校・大学に常勤する

教員に学校教育設備助成事業を行っています。SDGsの達成に寄与し、「豊かな社会」の実現に必要

な教育プロジェクトを遂行するための設備・物品の購入、もしくはリースにかかる費用などに対し、

１件当たり100万円を上限に助成金を交付します。 

 

③奨学金給与事業 

「もっと豊かな社会づくり」に貢献する人材育成を目的とし、通信制、夜間制を除く高等学校・

高等専門学校・大学に入学する学生のうち、理学・工学・農学を専攻する学生に最短修業年限の間、

高等学校生は月額2万円、高等専門学校生は同2万5千円、大学生は同3万円の返済を要しない給付型

奨学金を支給しています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

この件に関するお問い合わせ先 

日本国土開発株式会社 戦略本部戦略部（広報担当）  電話０３－５４１０－５６０１ 

＜会場でのご視聴希望 問い合わせ先＞一般財団法人 日本国土開発未来研究財団 

東京都港区赤坂4丁目9-9 TEL:03-6316-3798 

info@jdc-miraizaidan.or.jp 

◆当日のオンライン配信は下記URL 

およびQRコードからご覧ください 

https://youtu.be/-TXpsKAZ6m0 

https://www.jdc-miraizaidan.or.jp/
mailto:info@jdc-miraizaidan.or.jp
https://youtu.be/-TXpsKAZ6m0

